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出典：気象庁HP 日本の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

✓ 年平均気温は100年あた
り約1.40℃の割合で上昇

✓ 特に1990年以降，高温と
なる年が頻出

日本で暑かった年（平年値
  からの差）

①2024年（+1.48℃）
 ②2023年（+1.29℃） 
③2020年（+0.65℃） 

  ④2019年（+0.62℃）
⑤2021年（+0.61℃）

◼ 日本における気温の変化

• 統計開始（1898年）以降，最も暑い年は2024年

1. 迫りくる気候変動



4出典：気象庁 気候変動監視レポート https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/index.html#climate_j

• 日降水量100mm以上の日数は，
1901～2024年の間で増加している．

• 日降水量1.0mm以上の日数は減
少している．

棒グラフ（緑）は各年の年間日数の合計を有効地点数の合計で割った値（1地点あたり
の年間日数）を示す．太線（青）は5年移動平均値，直線（赤）は長期変化傾向（この期間
の平均的な変化傾向）を示す．

1. 迫りくる気候変動

◼ 日本における雨の降り方の変化
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1. 迫りくる気候変動

◼ 熱中症救急搬送数

• 熱中症により近年９万人以上の搬送数が発生．2025年は10万人を超える．

• 2025年6月より事業者による熱中症対策の義務化（労働安全衛生規則の改正）
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※2010-2014 及び2020年は5月のデータなし

出典：総務省消防庁資料（https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke）をもとに国立環境研究所が作成

2018年：95,137人
東・西日本で記録的な気温

2024年：97,578人

2025年：10,510人



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

出典：気象庁「災害をもたらした気象事例（平成元年～本年）」（https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index_1989.html）を基に作成

1. 迫りくる気候変動
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令和4年8月1日～6日

8月1日から6日の前線による大雨

北海道地方や東北地方及び北陸地方を
中心に記録的な大雨。

令和4年9月17日～20日

台風第14号による暴風・大雨等

九州を中心に西日本から北日本の広
い範囲で暴風となり、海では猛烈なし
けや大しけ。

令和４年9月22日～24日

台風第15号による大雨

東日本太平洋側を中心に大雨。特に
静岡県や愛知県で猛烈な雨や非常
に激しい雨。

令和5年6月1日～3日

梅雨前線及び台風第2号による大雨
西日本から東日本の太平洋側を中心に大雨と
なり、期間降水量の合計は平年の6月の月降
水量の2倍を超えた地点があった。

令和５年6月28日～7月16日

梅雨前線による大雨
各地で大雨となり、期間降水量の合計
は大分県、佐賀県、福岡県で1200ミリ
を超えた。

令和5年9月7日～9日

台風13号による大雨

東京（伊豆諸島）、千葉県、茨城県、福島県では
線状降水帯が発生し猛烈な雨。

令和3年8月11日～8月19日

前線による大雨
西日本から東日本の広い範囲で大雨
総降水量が多いところで1200ミリを
超えた

令和3年7月1日～7月3日

7月1日から3日の東海地方・関
東地方南部を中心とした大雨

東海地方・関東地方南部を中心に大雨。
静岡県熱海市で土石流が発生。

    令和6年
            令和5年

    令和4年
    令和3年

令和6年9月20日～9月22日

低気圧と前線による大雨
東北地方から西日本にかけての広い範
囲で大雨。特に能登では線状降水帯に
よる猛烈な雨。総降水量は石川県で
500ﾐﾘを超え、平年の9月の月降水量
の2倍を上回る地点もあった。

令和6年8月27日～9月1日

台風10号による大雨、暴風及び
突風
西日本から東日本の太平洋側を中心に
大雨。九州では暴風となり、海上では猛
烈なしけ。宮崎県で突風が複数発生

令和6年7月23日～7月26日

梅雨前線と低気圧による大雨
北日本を中心に大雨。山形県では期間
降水量の合計は400ﾐﾘを超え、平年の
7月の降水量を大きく上回る記録的な
大雨となった所があった。



1. 迫りくる気候変動
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出典： 環境省◼ 企業への影響



2. 将来予測される気候変動の影響

出典： 気象庁「地球温暖化予測情報 第９巻」

RCP8.5（ほぼ温暖化対策を実施せず）

◼ 気候・気象への影響

✓ 猛暑日の日数の将来変化

• 将来気候（2076～2095年）と現在気候（1980～1999年）との差を示す．

• 沖縄・奄美で 54 日増加するなど，全国的に有意に増加し，沿岸部など標高の低い
地域でより多くの増加がみられる．
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出典：気象庁「地球温暖化予測情報 第９巻」
9

2. 将来予測される気候変動の影響

◼ 気候・気象への影響

✓ 日降水量 100mm 以上の発生回数の将来変化

• 将来気候（2076～2095年）と現在気候（1980～1999年）との差を示す．

• 夏の九州東部から近畿地方にかけて部分的に明瞭な減少傾向が現れているが，ほぼ
全ての地域及び季節で有意に増加

RCP8.5（ほぼ温暖化対策を実施せず）



2. 将来予測される気候変動の影響

1010

出典：環境省資料
http://www.env.go.jp/council/06earth/K22_11.pdf
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出典：温暖化から日本を守る 適応への挑戦，2012 11

3. 企業と適応策

◼ 緩和策と適応策



◼ 2つの適応策

• 気候変動の影響は事業活動に大きな影響を及ぼしうるため，事業の特性に即した気
候変動適応に努める必要がある．

3. 企業と適応策

気候変動の影響によって自らの事業が途絶えることのないよ

うに，サプライチェーンの多重化や洪水時の浸水対策など，

業務を円滑化させるためのリスクマネジメントの取組

① 気候リスク管理

② 気候変動影響を「機会(チャンス)」と捉えたビジネスへの展開

防災・減災に資する技術開発，製品・サービスの販売や高
温耐性品種の開発や販売など、事業分野に応じた適応ビ
ジネスへの展開

出典：環境省 気候変動適応法 逐条解説
(http://www.env.go.jp/earth/tikujyokaisetu.pdf)
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◼ 適応ビジネス

• 自社の気候リスク管理としての適応策から一歩踏み出し，災害に強い社会，環境，
経済の形成のために新たなモノやサービスを生み出す事業機会と捉える適応ビジネスが
広がりつつある．
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（経済産業省資料より）

3. 企業と適応策



• 2015年9月の国連サミットで採
択された「持続可能な開発のた
めの2030アジェンダ」にて記載さ
れた2016年から2030年までの
国際目標

• 発展途上国のみならず，先進
国自身が取り組む普遍的なも
の

• 適応策への取組はSDGsにも
繋がる．

出典：環境省「すべての企業が持続的に発展するために－持
続可能な開発目標(S D G sエスディージーズ)活用ガイド－」

◼ SDGs
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3. 企業と適応策
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• 投資家に適切な投資判断を促すための一貫性，比較可能性，信頼性，明確性をもつ
，効率的な気候関連財務情報開示を企業へ促すことが目的

• 2017年6月に自主的な情報開示のあり方に関する提言（TCFD最終報告書）を公表

✓2℃目標等の気候シナリオを用いて，自社の気候関連リスク・機会を評価し，経営
戦略・リスク管理へ反映，その財務上の影響を把握，開示することを求める．

• 2022年4月開始のプライム市場上場企業へのTCFD開示を実質義務化

◼ 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

3. 企業と適応策

（経済産業省，環境省
   資料より作成）



• 気候変動適応センターが中核となり，情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助言を通じて，気候変動適応策の推進に貢献

4. 国環研の取組
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◼業種別インフォグラフィック：製造業
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4. 国環研の取組

出典： https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/infographic/



◼ 適応ビジネスの事例（164件）
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◼ 気候リスク管理の事例（27件）
◼ 事業者取組事例

• 気候リスク管理：自社の事業活動において気候変
動から受ける影響を低減させる取組

• 適応ビジネス：適応をビジネス機会として捉え他者の
適応を促進する製品やサービスを展開する取組

• TCFD：TCFDに関する取組を紹介

◼ TCFDに関する取組（27件）
出典：https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/index.html 18

4. 国環研の取組
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4. 国環研の取組

出典： https://adaptation-platform.nies.go.jp/moej/tcfd-scenario-analysis/index.html

◼ 気候変動リスク分析情報サイト

• 物理的リスクに関する様々な解説記事，開示動向や分析手法及び対応策の開示事
例に加え，事業インパクト評価（シナリオ分析）にご活用いただける分析ツールやデータ
などを紹介（環境省と連携）



●年平均気温

事例② 気象庁 第9巻データ

●猛暑日年間発生日数

事例① S-8データ

●年最大日降水量
●年降雪量

気象官署による観測データ

現在18指標を掲載

現在16指標
を掲載

現在4指標を掲載

●砂浜消失率●ブナ潜在生育域

●コメ収量（品質重視）
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◼ 全国・都道府県情報 (WebGIS)，観測データ

• 将来の影響予測，過去の観測データなどを閲覧可能なツール

20

4. 国環研の取組



◼ 日本域バイアス補正気候シナ
リオデータ

• 最新の気候予測情報（CMIP6）
をベースにした気候シナリオデータ

◼ 社会経済シナリオに応じた市
区町村別の人口推計

• 日本の市区町村別人口及びメッシ
ュ人口のシナリオ

https://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20210501.001.html

https://adaptation-
platform.nies.go.jp/socioeconomic/population.html

4. 国環研の取組
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◼ A-PLAT Pro

• 収集した気候予測情報のうち，配布許可を得たものをA-PLAT proを通じて提供（
利用にあたっては登録が必要）⇒ https://ccca-scenario.nies.go.jp/

• 専門的なシミュレーションにおける境界条件等として利用すること等が可能

22

データセット ドメイン 利用規定 備考

CMIP5 全球 パブリック 1) オリジナルデータ

CMIP6 全球 パブリック 2) オリジナルデータ

CMIP3 全球 パブリック 3)

ISIMIP-FT 全球 パブリック 4) バイアス補正済み

ISIMIP-2b 全球 パブリック 4)

d4PDF 全球 パブリック 4)

d4PDF 全球 パブリック 4)

Historical 全球 パブリック 5) グリッド化された過去の気象
データ

NHRCM02 日本 リミティッド 6) オリジナルデータ

NARO2017 日本 リミティッド 6) バイアス補正済み

NIES2019 Ver1 日本 パブリック 4) バイアス補正済み

NIES2019 Ver2 日本 パブリック 4) バイアス補正済み

NIES2020 日本 パブリック 4) バイアス補正済み

1) 使用する際には利用規約をお読みください
2) 使用する際には利用規約をお読みください
3) 使用する際には利用規約をお読みください
4) 利用する際には引用が必要です
5) データ開発者の指示に従って利用してください
6) 利用時に登録が必要です

4. 国環研の取組
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◼ 気候変動リスク産官学連携ネットワーク

➢ 背景：

• 気候変動および気候変動影響（主に物理リスク）に関する情報へのニーズ拡大

• 民間企業がTCFD等でリスク／シナリオ分析を実施するに際し物理リスク情報が不足

➢ 目的：気候変動リスク情報へのニーズを把握し，ニーズに沿った情報提供等の情報基
盤の充実や気候変動リスク活用の促進を図るための意見交換・協働の場の設置

➢ 設置：令和3年9月

➢ 主催：環境省，文部科学省，国土交通省，金融庁，国立環境研究所

➢ 参加：気候変動リスク情報（主に物理リスク）を活用し，コンサルティングサービス等を
提供している企業（60社以上参加）

4. 国環研の取組

➢ 活動内容：

• 気候リスク情報基盤に関する意見交換

• 科学的知見，技術に関する研修

• 研究者との意見交換

• テーマ別ワーキング等を通じた協働 など

詳細 ⇒ https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/risk_network/
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◼ 事業者シンポジウムの開催
• 第1回（2017年11月）

➢ GCF, TCFD, 取組事例

• 第2回（2019年8月）
➢  適応法，気候リスク情報の活用事例,

TCFD

• 第3回（2020年10月）
➢  適応法，気候リスク管理，適応ビジネス

• 第4回（2021年10月）
➢  科学的知見，国の取組動向，

TCFD（物理的リスク）

• 第5回（2022年10月）
➢気候変動リスク情報の活用

• 第6回（2023年11月）
➢非財務情報開示の動向，TCFD（サプライ
チェーンリスク），科学的知見

• 第7回（2024年11月27日）
➢  「リスク」と「機会」の評価，気候関連データの
活用

• 第8回（2025年11月26日）
➢  TCFD ，TNFD，サステナビリティ情報開示

4. 国環研の取組

申し込み ⇒ https://adaptation-platform.nies.go.jp/ccca/conference/2025/1126/index.html



• 気候変動によるある程度の影響が避けられない状況に

• 温室効果ガスを削減するための対策（緩和策）に加えて，生じる影響に備えるための対
策（適応策）が重要に

• 気候変動適応法が施行（2018年12月1日）

• 事業者にとっての適応策：

➢ 気候リスク管理（守りの適応策） と 適応ビジネス（攻めの適応策）

➢ 外部環境の変化に伴う気候変動への対応の必要性の高まり（SDGsやTCFD

  への取組）

• 企業がTCFD等でリスク／シナリオ分析を実施するに際し物理的リスク情報が不足

➢ 気候変動リスク産官学連携ネットワークによる取組

• 今後も企業や機関投資家等との意見交換・協働を通じた情報提供の在り方の検討を継
続

25

5. まとめ



ご清聴ありがとうございました
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